
ウイン・パートナーズ株式会社 

内部統制システムの整備に関する基本方針 

 

１．当社及びグループ会社の取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制 

当社は、コンプライアンス基本方針に基づき、グループ全体のコンプライアンス体制の構築、維持、整

備にあたる。 

業務執行取締役は、社員が適切に行動するために当社グループ全体へ法令、定款、企業倫理方針、行動

基準及び各規程を周知徹底させるとともに、問題点の把握と改善に努める。 

監査等委員会と内部監査室は、連携して当社グループ全体の法令、定款、コンプライアンス体制の問題

の有無を調査し、取締役会に報告する。 

法令違反、不正行為が行われたことを認知した場合、内部通報規程の定めにより、当社及びグループ会

社の使用人は、内部通報外部窓口に通報する義務を負い、当社及びグループ会社は通報した使用人に対し

て当該通報をしたことを理由とする不利益な扱いを行わない。 

 

２．当社及びグループ会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

業務執行取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理を総括する責任部署を総務部とする。重要な会

議の議事録等、業務執行取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理は法令及び文書管理規程に従い、

定められた期間中、厳正に当該情報を文書又は電磁的媒体に記録し整理・保存する。 

 

３．当社及びグループ会社の損失の危険の管理に関する規程及びその他体制 

グループ全体のリスク管理については、内部統制規程に基づき、当社取締役会及び経営会議にて、当社

の成長規模、市場の変化に即し、リスクの想定や回避、対応策の検討及び危機発生時の管理体制の整備を

行う。 

経営危機発生が疑われる時は、経営危機管理規程に基づき総務部長が内容を集約し代表取締役社長に報

告する。代表取締役社長が経営危機に該当するかを判断し、経営危機と判断した場合には、代表取締役社

長が対策本部長となり、総務部長を事務局長とした経営危機対策本部を設置してこれに対応する。 

 

４．当社及びグループ会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

代表取締役社長は、自らが業務執行取締役の職務の効率性に関しての総括責任者となり、中期経営計画

及び年次経営計画に基づき、各グループ会社が目標に対して職務執行が効率的に行われるよう監督する。 

当社及びグループ会社の業務執行取締役並びに執行役員ほか部門責任者は組織規程、業務分掌規程、職

務権限規程に基づき、経営計画における各部門が実施すべき具体的な施策及び効率的な職務執行体制を決

定する。 

総括責任者である代表取締役社長は月に1回開催される定例取締役会及び適宜開催される臨時取締役会

において、業務執行取締役のほか必要に応じて執行役員並びに部門責任者に対して定期的に職務執行に関

して報告させるとともに、効率的な職務執行を行うために問題の把握と改善に努める。 
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５．当社及びグループ会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制 

当社は、持株会社としてグループ会社の経営管理方針に基づき、グループ会社の業務遂行を指導、支援及

び監督する。経営会議がグループ全体の業務執行機関として意思決定を行い、全体最適の観点から経営資

源の配置・配分を決定し、当社グループの企業価値の向上を図る。 

当社は、グループの内部監査方針に基づき、内部監査室がグループ全体の監査を定期的に実施すること

ができるよう体制を整備し、必要に応じて内部監査室と監査等委員会が連携し業務の適正の確保を図る。 

 

６．当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、当該取締役及び使用人の取

締役からの独立性に関する事項並びに当該取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

当社の監査等委員会は、必要に応じてその職務を補助すべき者を置くことを求めることができる。また、

取締役会は監査等委員会と協議の上、補助すべき者を指名することができる。 

監査等委員会が指定する補助すべき期間中は監査等委員会が当該補助すべき者に対する指揮権をもち、

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指揮命令は受けないものとし、その人事異動、人事考課、

懲戒に関しては監査等委員会の事前の同意を得るものとする。 

 

７．当社の取締役及び使用人並びにグループ会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を

受けた者が監査等委員会に報告するための体制及び監査等委員会に報告をした者が当該報告をしたことを

理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制 

監査等委員は社内会議の全てに出席できるものとし、業務執行取締役及び使用人から監査等委員会監査

規程にしたがって、内部統制システムの整備に関わる部門の活動状況、重要な会計方針・会計基準及びそ

の変更、業績及び業績見込みの発表内容、適時開示情報、内部通報制度の運用状況、重要な意思決定プロ

セスや業務執行状況を示す社内稟議書及び各種申請書、重要な契約の内容などの報告を適宜受けるものと

する。また、グループ会社の監査役及び内部監査室から上記事項を含め、適時報告を受けるものとする。 

当社及びグループ会社は、監査等委員会に報告した者に対して当該報告をしたことを理由とする不利な

取扱いを行わない。 

 

８．監査等委員会の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理等に係る方針に関する事項及びその他

監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

当社及びグループ会社の業務執行取締役は、取締役及び使用人が監査等委員会監査に対する理解を深め、

監査等委員会監査の環境を整備するよう努めるものとする。 

監査等委員は代表取締役社長との間に意見交換会を開催し、内部監査室との連携を図って適切な意思疎

通及び効果的な監査体制を構築する。 

監査等委員会は監査の実施に当たり必要と認めるときは、会社の顧問弁護士とは別の弁護士その他外部

専門家を自らの判断で起用することができるものとする。また、当社は、かかる起用に関する費用又は債

務について監査等委員会の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、当該費用又は債務を速やか

に処理する。 


